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Ⅰ．2026 年３月期決算の概要  

 １．経営環境  

2025 年度の北海道地域の景気は、道央圏の活況は維持されているものの、その他の地

域への波及効果は弱く物価高騰の継続もあり、個人消費は拡大までには至らず、事業者に

ついても人手不足、価格転嫁遅れ、仕入れコストの高止まり、さらに今後のエネルギー価

格の高騰は不可避と見込まれ、一定程度の地元事業者は難しい局面が続く、予断を許さな

い状況となっています。 

当組合が営業基盤としている釧根地区も例外ではなく、公共投資・住宅投資は減少して

いるほか、人口減少、物価高や原材料費の高騰、漁業の低迷など不安材料があり、地元経

済にはまだ波及していない状況です。 

 

このような経済環境のもと、当組合はこれまで以上に中小規模事業者・個人の皆様へ安

定的かつ円滑な資金供給などの責務を果たすとともに、課題解決策の提案を通じ、相互利

益を創出する活動を進めるべく、2023 年度に策定しました３ヶ年（2023 年４月～2026 年

３月）の第４次経営強化計画（以下「本計画」という。）に取り組んでまいりました。 

 

本計画の初年度であった 2023 年度は、「質」を意識した情報の収集に取り組み、地元中

小事業者の足元支援の継続及び『顧客本位の業務運営』の実践、ならびに経営体質の良化・

効率化の一環としての店舗体制の見直しを完遂するなど、体制整備を進めてまいりまし

た。 

 

  本計画の２年目となる 2024 年度におきましても、『顧客本位の業務運営』の実践による

持続可能な収益力の強化に努め、中小企業等への金融仲介機能を発揮し、地域経済に貢献

するとともに、相互扶助を基本理念とする金融機関としてのその社会的責任と公共的使

命を果たし、持続性のある強固な経営基盤の構築に取り組んでまいりました。 

 

  ３年目となる 2025 年度は、本計画の最終年度となり、『安定感のある持続可能な収益力

の基盤の確立』を掲げ、効率化の総仕上げを通じて、融資渉外に多くの時間を費やせる体

制構築に取り組んでまいりました。この結果、金利上昇もあり、コア業務純益・当期純利

益ともに３年間の累計計画を上回ることができました。 

 

 

 

 



2 
 

 

 

 ２．決算の概要  

（１）主要勘定（末残）                                         （単位：百万円） 

 
2023 年 3 月末 

実績（始期） 

2025 年 3 月末 

実績 

2026 年 3月末 

実績 2025 年 3 月末比 
2023 年 3 月末比 

(始期比) 

預金・積金 76,844 67,897 66,240 △1,657 △10,604 

貸 出 金 43,561 44,238 43,355 △883 △206 

有 価 証 券 14,652 13,859 13,861 1 △791 

   

① 預金・積金  

高齢・相続を主な要因とする預金流出により、預金・積金については、前期末に

対して 1,657 百万円減少となり、2023 年３月末実績（始期）との比較においても

10,604 百万円減少しております。 

 

② 貸出金  

貸出金については、取引先に寄り添った足もと支援に加え、課題解決型のソリュ

ーション営業に継続して取り組み、取引先の本業支援に注力し実践しております

が、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う伴走支援型特別保証を活用した

融資の終了等により期初における資金需要が落ち着いた影響、外的要因によるエ

ネルギー価格や原材料価格の高騰に伴う事業規模の縮小など下押し要因により、

年度末季節資金等が減少し前期末に対して 883 百万円減少となり 2023 年３月末実

績（始期）との比較においても 206 百万円減少しております。 

 

③ 有価証券 

有価証券については、国債及び事業債を 1,400 百万円購入したものの、債券全体

で 1,100 百万円の償還があったほか、金利リスク削減のため国債 200 百万円を売

却したことにより、期末簿価は前期末に対して 1百万円増加した 13,861 百万円と

なりました。国内の金利政策をはじめ、国内外の市況の動向を踏まえて慎重な運用

に徹し、今後もリスクと収益のバランスを考慮し安定した収益の確保に努めてま

いります。 
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（２）収益状況（計数は別表 1に記載） 

① 資金利益 

市況金利の上昇により、貸出金利息は計画を 185 百万円上回り、預け金利息に

ついても計画を 66百万円上回ったこと等から、資金運用収益は計画を 226百万円

上回る 1,306 百万円となりました。 

一方、政策金利の引上げに伴う預金金利の上昇から、資金調達費用は計画を 110

百万円上回る 117 百万円となりました。 

この結果、資金利益は計画を 115 百万円上回る 1,188 百万円となりました。 

 

② コア業務純益  

業務収益（国債等債券関係収益を除く）については、貸出金利息が計画を 185 百

万円上回ったこと等から計画を 234 百万円上回る 1,399 百万円となりました。 

一方、業務費用（国債等債券関係費用、一般貸倒引当金繰入額を除く）において

も、預金金利の引上げに伴い預金利息が計画を 110 百万円上回ったほか、団信保険

料等の支出増加に伴い、役務取引等費用が計画を 25 百万円上回ったこと等から、

計画を 126 百万円上回る 1,046 百万円となりました。 

この結果、コア業務純益は、計画を 109 百万円上回る 353 百万円となりました。 

 

③ 当期純利益  

コア業務純益のほか、不良債権処理の継続に伴う貸倒引当金繰入額 19 百万円等

の計上や、国債 200 百万円の売却による国債等債券売却損 29 百万円等を計上した

ものの、コア業務純益の増加により、当期純利益は計画を 76 百万円上回る 275百

万円となりました。 

 

（３）自己資本比率の状況 

自己資本の額については、当期純利益 275 百万円計上等により前年対比 63百万円

増加の 10,366 百万円となりました。 

リスクアセットの額については、有価証券の売却、償還等による 135 百万円減少の

ほか、預け金残高の減少等に伴う 164 百万円の減少や貸出金オンバランスによる 94

百万円減少等で前年対比 376 百万円減少の 41,061 百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は、前年対比 0.38 ポイント上昇の 25.24％となりました。 
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【別表 1】                            （単位：百万円） 

 

 

 

2025 年 3 月期

実績 

2026 年 3月期 

計画 実績 計画比 前期比 

業務純益 163 234 342 108 179 

 業務収益 1,214 1,165 1,399 234 185 

 資金運用収益 1,129 1,080 1,306 226 176 

 うち貸出金利息 927 860 1,045 185 117 

役務取引等収益 81 85 87 2 5 

その他業務収益 3 - 6 6 3 

 うち国債等債券関係 0 - - - 0 

業務費用 1,051 931 1,057 126 5 

 資金調達費用 35 7 117 110 82 

 うち預金利息 35 7 117 110 82 

役務取引等費用 160 138 163 25 2 

その他業務費用 64 - 30 30 △34 

 うち国債等債券関係 62 - 29 29 △33 

一般貸倒引当金繰入額 - 10 △18 △28 △18 

経費 791 776 763 △12 △27 

 うち人件費 459 434 425 △8 △33 

うち物件費 296 306 300 △5 3 

 うち機械化関連費用 127 135 128 △7 1 

業務粗利益 954 1,020 1,088 68 134 

国債等債券関係損益 △62 - △29 △29 33 

コア業務純益 225 244 353 109 127 

臨時損益 152 △29 △62 △33 △214 

 うち不良債権処理 3 20 43 23 41 

うち株式等関係損益 - - △0 △0 △0 

経常利益 315 205 280 75 △35 

特別損益 △0 - △0 △0 0 

 固定資産処分損益・減損 △0 - △0 △0 0 

税引前当期純利益 314 205 280 75 △34 

法人税等 5 6 5 △1 0 

当期純利益 309 199 275 76 △34 
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Ⅱ．経営の改善に係る数値目標  

本計画の実施により達成されるべき経営の改善の目標を以下のとおりとし、その達成

に向けて取り組んでまいります。 

１．収益性を示す指標 

【コア業務純益】                         （単位：百万円） 

  2023/3 期 

実績（始期） 

2025/3 期 

実績 

2026/3 期 

計画 実績 対計画比 対始期比 

コア業務純益 151 225 244 353 109 202 

＊コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益 

 

業務収益（国債等債券関係収益を除く）については、貸出金利息が計画を 185 百万円

上回ったこと等から計画を 234 百万円上回る 1,399 百万円となりました。 

一方、業務費用（国債等債券関係費用、一般貸倒引当金繰入額を除く）においても、

預金金利の引上げに伴う預金利息が計画を 110 百万円上回ったほか、団信保険料等の

支出増加に伴い、役務取引等費用が計画を 25 百万円上回ったこと等から、計画を 126

百万円上回る 1,046 百万円となりました。 

この結果、コア業務純益は、計画を 109 百万円上回る 353 百万円となりました。 

 

２．業務の効率性を示す指標  

【業務粗利益経費率（ＯＨＲ）】                  （単位：％） 

   2023/3 期 

実績（始期） 

2025/3 期 

実績 

2026/3 期 

計画 実績 対計画比 対始期比 

ＯＨＲ 77.14 69.49 62.84 58.36 △4.48 △18.78 

    ＊業務粗利益経費率 ＝ （経費 － 機械化関連費用） ÷ 業務粗利益 

     ＊機械化関連費用には、全国信組共同センター使用料、事務機器等の減価償却費、保守関連費用 

等を計上しております。 

 

市況金利上昇等の要因もあり、業務収益と業務費用共に増加するも業務収益の増加

が大きく業務粗利益は計画を 68 百万円上回る 1,088 百万円となりました。 

機械化関連費用を除く経費は、店舗統廃合後の支出抑制維持から計画を 6 百万円下

回っていることで、業務粗利益経費率は、計画を 4.48 ポイント下回りの 58.36％とな

りました。なお、始期比では、18.78 ポイント下回りました。 

今後も経営強化計画に基づき、業務の効率化、生産性の向上に取り組み、期間収益の

安定化を図り、業務粗利益経費率の改善に取り組んでまいります。 
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Ⅲ．経営の改善の目標を達成するための方策の進捗状況 

１．重点施策の進捗状況及び実施予定 

（１）顧客本位の業務運営による収益力の強化  

① ターゲットの明確化と顧客管理の強化 

前計画（第３次経営強化計画）より引き続き、営業店ではソリューション営業の

観点から融資推進先の更なる細分化を行い、重点推進先、与信推進先、優良取引先、

与信管理先に区分するとともに、各区分毎に設定している訪問頻度の目安に応じ

た反復訪問を実践しております。また、営業店の取り組みと並行して、営業推進部

においては、訪問頻度や有効訪問件数の増加に繋がるよう渉外日誌、渉外活動記録

管理表、顧客訪問頻度管理表、融資情報データベース等の各種渉外ツールの一元管

理を行い、適時アドバイスや同行訪問、運用方法の再周知を行う等、営業店と本部

による一体型推進に取り組んでおります。 

本計画では、上記取り組みに加え、渉外活動記録管理表、顧客訪問頻度管理表等

を活用し、融資商材の確度に応じた融資情報件数と融資実行件数・金額を集計し管

理強化につなげ、下記の施策を通じて貸出金の増強を図り収益力の強化を進めて

おります。 

 

2025 年度上期 実績     2025 年度下期 実績 

      顧客訪問回数     16,089 件 顧客訪問回数     17,136 件 

      一人当たりの訪問回数   596 件   一人当たりの訪問回数  635 件 

      （27名）              （27 名） 

      情報件数         619 件 情報件数         539 件 

      重点推進先の訪問率    75％ 重点推進先の訪問率    71％ 

 

② 融資推進策 

 ア．顧客本位の業務運営の実践  

前計画より引き続き「ソリューション営業の実践」を最重点施策として、特に

地域への浸透度が高く、将来的にも成長性が見込まれ、融資の必要性が高い取引

先を重点推進先として営業活動を実践しております。2025 年度の施策としては、

2024 年度より取り組んでいる日本政策金融公庫や北海道信用保証協会、地元金

融機関との協調融資の継続、強化を図り、小口、中口融資の推進に取り組むこと

で、2025 年度は 541 百万円（2024 年度 489 百万円）の新規融資実行に繋げてお

ります。 

また、前計画を踏襲しつつ、金融支援だけに留まらず、取引先が抱える様々な

経営課題の解決に向けた経営改善支援を各外部機関との連携も強化し実践して

おります。 
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2025 年度 外部機関の専門家派遣 11 件 

2025 年 ５月 北海道信用保証協会         １件 

 2025 年 ６月 事業承継引継支援センター      １件 

 2025 年 ６月 北海道信用保証協会         １件 

    2025 年 ７月 事業承継引継支援センター      １件 

    2025 年 ９月 一般社団法人新現役交流会サポート  １件 

    2025 年 ９月 北海道信用保証協会         ２件 

    2025 年 10月 北海道中小企業総合支援センター    １件 

    2025 年 12月 北海道信用保証協会         １件 

    2025 年 12月 事業承継引継支援センター      １件 

       2026 年 １月 北海道信用保証協会         １件 

 

 イ．フィールド実践セールス  

本計画においては各営業店から選抜した職員を招集し、若手・中堅職員と上席

者２名体制で同一営業エリア内の未取引先へ、完全アポイント訪問を行う集合

型フィールド実践セールスを継続しております。 

2025 年度は 2025 年６月及び 2026 年３月に実施し全先アポイントを取り付け

て訪問した結果、面談率も高まり、新規訪問による渉外担当者のスキルアップ、

上席者との同行訪問による会話術やセールストークの習得、有益な情報取得に

繋がったほか、フィールドセールスによる新規取引先数は 2023 年度１件、2024

年度９件、2025 年度 11 件と取引先の増加に繋がりました。他方で訪問先へのア

ポイント調整など営業店の負担が増加するなど課題も顕在化したことから、今

後も取り組みを改善、強化し実践方法を確立・習熟してまいります。 

 

ウ．顧客紹介  

取引先とのリレーションを強化し更なる信頼関係を構築することで、取引先

からの顧客紹介による融資推進を図っております。 

2025 年度は総代への顧客紹介の協力要請運動を継続し、新規与信取引先の獲

得実績 76先のうち総代からの紹介が 13先、既存取引先からの紹介が 32 先とな

っております。 

 

 エ．本業支援  

当組合では、情報共有を目的に内部運用している情報掲示板を活用した取引

先同士のビジネスマッチングや、経営課題を抱えている取引先への各種専門家

派遣制度を活用した経営支援への体制を整えております。 
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2025 年度の取り組みとしては、2026 年２月から３月に、取引先における DX推

進ニーズに対応する IT 人材育成として、IT コーディネーター資格取得に向け、

連携先である一般社団法人釧路地域 DX推進協会及び他金融機関と、資格取得用

ケース研修に合同で取り組みました。 

また、情報掲示板や渉外活動記録管理表訪問先のデータベースの管理書式を

改善し、役員や本部職員からタイムリーに営業活動に対する各種コメントや業

務指示を記入できるようにすることで、各種経営課題を抱えている取引先の課

題解決等の本業支援に繋げております。 

    

オ．その他 

営業推進部による営業店臨店や部店長会議等にて融資推進に向けた意見交換

を定期的に行っております。 

今後も社会情勢や金融情勢の変化に合わせ、適宜時勢に即した融資推進策を

検討し収益力の強化に向け取り組んでまいります。 

 

（２）計画的な人材育成ならびに内部管理強化による組織力の底上げ  

① 人材育成  

ア．新入職員の育成   

新入職員の育成については、従来より、入組にあたり、外部機関等も活用した

短期間の研修を実施しておりましたが、営業店の即戦力となる人材を育成する

ため、端末操作等を含む一定程度の事務処理能力の習得も進めることとし、2024

年度からは１～２ヶ月間本部で集合研修を行い、金融の基礎知識のほか、伝票作

成、端末操作などの実践的な業務を経験させたのちに、営業店に配属する取り組

みを開始しました。2025 年度もこの研修を継続して行っております。 

また、営業店への配属 6ヶ月経過後に、再度本部へ集合し、フォローアップ研

修や面談を行っております。 

 

イ．階層別研修会 

外部研修等を受講した職員が講師となり、研修内容を職員に共有するための

勉強会を開催いたしました。その際、受講者の階層（中堅職員、課長クラスの中

間管理職、部店長クラスの経営層職員など）をあらかじめ総務部が選定し、研修

会を実施しております。 

 2025 年度における勉強会開催の実績 

2025 年 ６月 金融法務基礎勉強会（預金） 

2025 年 ７月 リーダー育成勉強会（預金） 

       2025 年 ７月 店頭戦力養成勉強会（預金） 
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       2025 年 ９月 高齢者取引と成年後見・相続勉強会（預金） 

  2025 年 10 月 金融法務Ⅱ講座（融資渉外） 

  2025 年 11 月 渉外業務Ⅱ応用講座（融資渉外） 

  2026 年 １月 コンプライアンス講座（支店長） 

  2026 年 １月 管理職総合力強化講座（支店長・副支店長） 

  2026 年 ２月 渉外業務Ⅲ（上級）講座（融資渉外） 

  2026 年 ４月 債権管理回収講座（融資渉外） 

 

ウ．階層別講座  

2025 年度から、全信中協主催で外部講師による階層別講座（リモート形式）

が開始された事から、総務部において選定した対象職員が受講しております。 

       2025 年 ５月 若手職員基礎講座 

       2025 年 ５月 中堅職員基礎講座 

       2025 年 ５月 初級管理者基礎講座 

       2025 年 ８月 「昭和世代を理解する」講座 

       2025 年 ８月 中級管理者基礎講座 

       2025 年 ８月 上級管理者基礎講座 

       2025 年 12 月 中級管理者コーチング研修 

       2026 年 ２月 上級管理者コーチング研修 

        

エ．業務別研修会 

職員に融資推進やセールストーク等のノウハウを身に付けさせる目的で、外

部機関等の講師を招き勉強会を開催いたしました。また、本部の各担当部等が臨

店指導を行い、事務処理能力の向上、業務知識や関係法令知識の習得に取り組み

ました。 

   2025 年 ４月 商品（保険）説明勉強会（営推部） 

   2025 年 ４月 臨店事務指導（融資部） 

   2025 年 ７月 臨店事務指導（総務部） 

   2025 年 11 月 臨店事務指導（融資部） 

   2026 年 １月 臨店事務指導（総務部） 

   2026 年 ３月 融資担当役席者勉強会（融資部） 

 

オ．自主的な資格取得 

「公的資格等取得奨励規程」における資格を増やし、公的資格に挑戦すること

を推奨して、職員個々のレベルアップに繋げております。 

 



10 
 

② 内部管理の強化  

本計画においては、ＰＤＣＡサイクルによる管理項目を厳選し、経営強化委員

会において集中的な協議を行うことで、進捗管理項目の未達項目について、より

深度ある原因分析を可能とするなど、実効性のあるＰＤＣＡ進捗管理の徹底を

図ってまいりました。具体的には、実施事項に対する達成判断基準やチェックポ

イントを明確にし、より未達項目への原因分析を深められるよう 2023 年６月よ

り書式を改定し、さらに、2024 年４月にも施策の進捗状況や改善策に応じて内

容を改定し実施してまいりました。 

2025 年度におけるＰＤＣＡ進捗管理項目の達成評価については、全 12 項目

中、８項目が達成、４項目が未達となりました。未達項目につきましては、所管

部において要因分析を進め、経営強化委員会や部店長会議で経営陣を含め議論

してまいります。 

   ○達成項目 

    ・重点推進先への反復訪問（貸出金利息の増加） 

政策金利の上昇に伴い、取引先への金利交渉を継続的且つ、より積極的に実施

できたことに加えて、役職員の意識も高まってきていると捉えております。 

    ・融資取引先数の増加 

      撤退地区（網走・羅臼）のほか、代位弁済先・自主廃業等の融資取引先数減少

のやむを得ない減少を踏まえると、実質的に９件上回る結果となりました。当組

合の収益性に直結する項目でもあり、今後も関係機関からの紹介依頼の強化に

注力し、更なる増加を図ってまいります。 

    ・職員のレベルアップ（総務部・営業推進部・融資部） 

      内外問わず、勉強会及び研修は予定通りに実施しております。研修対象者が講

師になり、知識の定着を図るほか、融資業務に加え、営業力をフィールドセール

スに活かすことで、組織力の向上が図られてきていると判断しています。今後も

対象者が偏らないよう調整し、知識の向上を図ってまいります。 

    ・人材育成プログラムの改善 

新入職員育成プログラムを見直し、１年間の育成スケジュールに従い職員教

育を実施しており、営業店業務に務めているところであります。今後も、指導・

育成状況を踏まえて、改善を図ってまいります。 

    ・不良債権の圧縮 

      毎期改善が図られております。2026 年 3月末では不良債権比率 5.17％となり、

相応の改善がされたと判断しておりますが、今後も経営改善によるランクアッ

プに注力し、今後は不良債権額に着目し解消を図ってまいります。 
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    ・ワーキンググループの開催 

第４次経営強化計画を通し、階層別に業務の効率化や問題点等に対して多数

の意見を募り、有給休暇の取得推進等の働きやすさに係る促進を行うことに繋

がったほか、部店長階級に対しては部店内マネジメントの考え等を確認してお

ります。本計画後半では、部店長クラスを中心に経営的な議論を行い、第５次経

営強化計画の骨子作成時には、概ね同一メンバーで構成したプロジェクトチー

ムとして活動してまいりました。議論を通し第５次経営強化計画策定への道す

じを示すことができたと捉えており、今後も募った意見を活用し臨店等を通し、

職員の意見を確認して組織活性化を図ってまいります。 

   ○未達成項目 

    ・重点推進先への反復訪問（中小規模事業者向け貸出残高の達成） 

      期末における例年見込んでいた季節資金が需要低迷となったことに加えて、

世界情勢や資材高騰など経済状況による資金需要低迷をカバーできず未達の状

況であります。一方で協調融資等は前年実績を上回ることができており、融資実

行額の増加に繋がっておりますので、役職員の当該項目に対する意識向上は図

られてきていると捉えております。反復訪問の強化に加えて、顧客訪問頻度表の

活用による管理強化且つ、提案能力を高めるべく営業力強化への指示・指導を継

続して行い、第５次経営強化計画へと繋げてまいります。 

    ・金融支援以外の本業支援 

      経営課題の特定・改善に伴う専門家派遣やビジネスマッチング件数は順調に

推移したものの、継続性が必要な分野でもあるため、一度に取り組める案件が限

られることもあり、目標を下回る結果でありました。然しながら、対応を行った

取引先との関係値向上は着実に図られており、今後も本部の関与や各提携企業

先との連携強化を図ってまいります。 

    ・融資情報の管理 

      人員減少から訪問件数が減少し、融資情報件数減少の起因となりました。融資

情報の蓄積は、貸出金残高の増加に寄与する一方で、如何に融資実行に繋がる質

の高い情報が得られているかが求められてくる側面もあると捉えております。

今後は量から質への転換を試みるのと同時に、反復訪問による信頼関係構築を

継続したなかで、提案営業に繋げてまいります。 

    ・各種システムの導入 

      Hi-Co 通帳の導入や他信用組合への視察・検討等を実施しておりますが、まだ

途上であり、その他のシステムにおいては、費用対効果を始め、システム選定に

ついて、常務会での結論には至っておりません。業務効率化を始め、職員のモチ

ベーションにも関ってくる分野であり、今後のシステム導入は必須であり、総務

部を中心に視察の実施を基に第５次経営強化計画で確実に進めてまいります。 
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（３）業務の効率化・生産性の向上 

① 店舗体制の再構築と人員配置の見直し 

ア．店舗体制の再構築  

（ア）経営資源の集中を図るため、2023 年 10 月に桜ヶ岡支店を本店に、店舗内店

舗化しておりました鳥取支店、緑ヶ岡支店、羅臼支店をそれぞれ愛国支店、

本店、中標津支店に、2023 年 12 月に清里支店ならびに清里支店内で店舗内

店舗化しておりました網走支店を本店に完全統合しました。 

（イ）さらに、老朽化した店舗の集約・建替えや、退職者の動向等を考慮した職員 

配置について検討を進めてまいります。 

 

イ．人員配置の見直し  

2023 年 10 月、12 月に実施した店舗統廃合に加えて、2024 年７月には本部の

機構改革に着手し、経営企画部、総務部、事務部の３部門を統合することで業務

の効率化を進め、大幅な人員体制の見直しを実施し、現場である営業店への人事

異動を含む人員配置をする事で営業推進活動の充実を図りました。 

 

② ＤＸへの取り組み  

  2025 年度下期の取り組みとしては、通帳の磁気修正に伴う事務負担軽減も鑑み

て、2025 年 11 月から Lo-Co 通帳を Hi-Co 通帳へ順次切り替えており、窓口対応に

おける時間効率改善が図られております。また、2026 年 2 月に他の信用組合への

視察を実施しており、導入効果及びコスト面など視察内容を踏まえ、業務効率化に

資するシステムについて所管部署主体に導入を検討してまいります。 

限られた人員で効率の良い事務処理を行うため、引き続きデジタル化やシステ

ム化を進め、業務効率化及び生産性向上に取り組んでまいります。 

 

③ 経費の抑制  

 ア．物件費の抑制  

2025 年度では、本計画で実施した店舗統廃合の効果も維持しており、物件費

は計画を下回って推移しております。毎期予算立ての段階で例年との比較を実

施しているほか、市場価格を検証し、必要性・妥当性を精査することに加えて、

予算計上外の経費支出が発生した場合に於いても同様であり、不必要な支出増

加を抑制しております。引き続き経費予算の管理態勢を維持し抑制に努めてま

いります。 
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一方で、ＤＸ導入等の事務の効率化への取り組みも進め、機械化関連投資にお

いて、事務の効率化、リスク管理の強化、機器の耐用年数、サポート体制の状況

及び顧客の利便性等向上を検討の上対応していく方針から、今後、新たなＤＸ導

入に伴う費用の増加が見込まれることから、優先度を精査したなかで取り組ん

でまいります。 

 

【物件費計画】                         （単位：百万円、％） 

 2023/3 期 

（始期） 

2024/3 期 

実績 

2025/3 期 

実績 

2026/3 期 

実績 

2026/3 期 

計画 

物件費 342 308 296 300 306 

うち機械化関連費用 143 132 127 128 135 

業務粗利益物件費率 34.13 33.04 31.02 27.62 30.00 

    （注）業務粗利益物件費率 ＝ 物件費 ÷ 業務粗利益 

 

イ．人件費の計画について 

本計画を通し、想定よりも職員数の減少が進んだことで、人件費の抑制に繋が

り、支出は計画を下回っております。職員数の減少に伴い、職員個々の負担増加

や営業店の営業力低下の懸念が生じており、人員配置の見直しによる営業体制

強化も必要であることから、引き続き、事業性融資残高が多く収益性の高い店舗

には営業推進担当者の人員を手厚く配置するなど、メリハリのある店舗体制づ

くりで収益性を高めてまいります。今後も要員計画に基づき、業務に支障を来さ

ないよう人員の確保に努めてまいります。 

 

【要員計画】                              （単位：人） 

 2023/3 期 

（始期） 

2024/3 期 

実績 

2025/3 期 

実績 

2026/3 期 

実績 

2026/3 期 

計画 

職員数 96 82 74 72 76 

    役員 5 5 5 5 5 

    本部 27 24 21 22 23 

   営業店 64 53 48 45 48 

（注）職員数＝役員+正職員+嘱託職員 
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（４）信用リスク管理の一層の強化  

① 信用リスクへの対応 

当組合では、取引先とのリレーション強化を図り、経営改善に積極的に努めたこ

とから、債権回収等が着実に進み、その結果、不良債権比率の水準は一貫して低下

しております。今後も引き続き、貸出資産の健全化を進め、更なる管理強化・事業

再生に取り組んでまいります。 

 

ア．貸出審査体制の強化   

当組合では、貸出審査体制の厳格化を図る観点から、大口融資案件（一組合員

に対する貸出金１億円以上、又は未保全額３千万円以上）について、本部各部長

で構成される融資審議会を経て常務会で決定する体制とするなど、厳格な審査

に努めております。 

今後も、強固な信用リスク管理体制を構築すべく、経営陣が率先して現状の管

理体制を検証し、更なる貸出審査体制の強化策を検討するなど、新たな不良債権

の発生抑制に取り組んでまいります。 

 

イ．個社別管理方針策定による取引先管理体制の充実  

大口与信先管理の一環として、「債権額２億円以上」又は「未保全額５千万円

以上」の与信先については、融資部が管理方針を策定し、四半期ごとに残高推移

や状況等を把握のうえ、経営陣に報告し共有を図っております。また、経営陣に

おいても必要に応じて指示・意見を示し、対応方針等について検証してまいりま

す。 

 

ウ．審査能力及び管理能力の向上   

融資部は、営業店の審査能力向上のため、決算書更新時において企業の経営課

題や定性情報など、本部と営業店の連携強化により情報の共有化を図るほか、営

業店指導に取り組んでおります。今後も継続的に取り組み、知識の蓄積を図り審

査能力及び管理能力の向上を図るとともに、勉強会等を通じ、当組合全体の能力

水準の引き上げを進めてまいります。 

 

エ．理事会の牽制機能の充実  

理事会に対しては、クレジットリミット超過先への新規貸出状況、経営陣への

取引条件を含む貸出状況について報告を行っております。今後も継続的に実施

し理事会の牽制機能の発揮に努めてまいります。 
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オ．経営改善支援を通じた不良債権の発生防止  

経営改善が必要な企業に対して、事業性評価シートを活用し、経営改善の実効

性を確保するため、経営陣が関与のうえ、融資部や営業店の取り組み状況を把

握・評価し改善策を検討するなど計画的に取り組むことで、不良債権の発生防止

に繋げております。特に重点的な対応が必要な取引先については、北海道中小企

業活性化協議会や外部コンサルタントといった外部機関との連携を図るなどし

て、財務状況の改善を図り、不良債権化を未然に防止しております。 

なお、2025 年度では、北海道中小企業活性化協議会との連携により、債務者

及び他行とのヒアリングを重ね、2 先のリスケジュール案件に取り組みました。 

 

カ．不良債権の圧縮 

不良債権比率の改善を図るため、事業年度当初に不良債権回収計画を作成し、

月次単位で回収実績を取り纏め実績対比を分析するなど、進捗管理を徹底し不

良債権の回収に努めております。また、償却やサービサーを活用するほか事業再

生支援に伴う債務者区分ランクアップなど、大幅な削減に取り組んでおります。 

2025 年度については債務者区分ランクアップもあり、計画を 312 百万円上回

る 469 百万円の圧縮実績となり、不良債権比率においても 5.17％まで圧縮・削

減を図ることができました。 

今後もこうした回収等を進めるほか、事業再生支援に伴う債務者区分のラン

クアップを図り、不良債権の一層の圧縮に努めてまいります。 

 

② 事業性評価の取り組み 

事業性評価の取り組みについては、経営改善支援が必要と認められる先及び債

務者区分に応じて管理が必要な先に対し、支援ツールとして「事業性評価シー

ト」を作成し、営業店と本部が連携のもと経営改善支援を目的とした提案協議を

行い、経営改善計画の策定等、債権の健全化（債務者区分のランクアップ）を目

指しております。 

なお、2025年度において11先のランクアップに繋がりました。 

 

（５）組織の活性化  

本計画達成に係る障害や対応すべきこと、組合経営の改善点（組合として何をすべ

きなのか）など組合経営全般を幅広く議論し経営陣に提言するワーキンググループを

2023 年４月に設置しました。 
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2023 年５月には現場である営業店の若手・中堅職員を選抜し「業務の効率化やペ

ーパーレス化に向けたＤＸの推進について」を議題に、2023 年 11 月には若手職員を

対象に、「自らが考える『働きやすい職場』について」を議題に、2024 年２月には各

部長や営業店長クラスを中心に「自らが考える『チーム作り（部店内マネジメント）』

について」を議題に、内容に応じて信用組合業界の系統上部機関である全国信用協同

組合連合会（以下「全信組連」という。）にもオブザーバ参加いただきながら、計 12

回開催し、意見の取り纏めを行いました。 

同会議において上がった意見については、所管部署確認の下、自己申告書の活用強

化、有給休暇取得率の向上、若手職員の待遇改善等にも繋がっており、引き続き、必

要な対応を図っております。 

また、その後は 2024 年 10 月に同会議の方向性を見直し、2025 年３月より、本部

各部長及び支店長を対象に経営全般について継続的に議論・意見交換を実施してお

ります。 

これらの意見等を経営陣に提言し、実務的な事務改善を実施したものもあり、また、

第５次経営強化計画に繋がる骨子策定も同様に経営陣との協議を重ねて同計画へと

繋がっていくものと判断しており、本施策の成果として捉えております。なお、第５

次経営強化計画骨子策定を行うプロジェクトチームの協議議題が重複したことから、

一時的にワーキンググループとプロジェクトチームを統合し運用していましたが、

今後もワーキンググループにおいて、各種意見等を経営や職場環境整備に反映させ

てまいります。 

 

Ⅳ．従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項の進捗状況 

１．業務執行に対する監査又は監督の体制の強化のための方策 

（１）経営監視・牽制の適正化  

当組合は、経営管理（ガバナンス）態勢の整備・確立を目指し経営強化委員会と経

営層との連携を図りつつ、本計画の履行状況や施策の追加・変更の要否に係る協議を

行うため、理事会（年４回）及び常務会（原則毎週）を開催し、経営監視・牽制が適

正に機能するよう取り組んでおります。 

今後についても、経営強化委員会において、ＰＤＣＡ進捗管理による計画未達事項

の分析や対応策の検討を徹底し、その内容を踏まえて、理事会等において履行状況や

施策の追加・変更の要否に係る協議を行うことで経営監視・牽制機能を発揮してまい

ります。 
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（２）監査体制の強化  

監査部における臨店監査については、「内部監査基本方針」に基づく監査を通じ、

各部店における法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢及びリスク管理態勢の有効性

を評価し、提言・勧告を行っております。同時に監査時には常勤監事が職員と面談し、

情報を集約のうえ、実態把握を行っております。 

今後についても、組合業務に内在する各種リスクの縮小化を図る観点を重視し、臨

店監査では、常勤監事の同行を継続し、問題点の改善方法の提言・勧告を継続するほ

か、従来どおり常勤監事は組合内の会議に出席し、監査体制の充実を図ってまいりま

す。 

 

（３）経営の客観性・透明性の向上  

本計画に関する経営の客観性・透明性を高め、また、管理・監督、経営戦略や基本

方針について客観的な立場で評価・助言を受けるため、全信組連の経営指導を定期的

に受けるとともに、原則、年１回程度の全国信用組合監査機構監査を受査しておりま

す。直近では、2025 年７月に受査しており、その結果を踏まえて本部・営業店組織

の再編に着手したほか、事務ミス区分の見直し等にも取り組んでおります。 

 

（４）経営陣のリーダーシップの確保 

① 経営方針の周知 

経営方針については、「業務運営基本方針」・「融資業務運営方針」・「営業推進部

業務運営方針」を通達文書で全職員に周知しているほか、部店長会議において理事

長及び担当役員から各部店長に直接、年度方針等を伝達しております。また、役員

の臨店や営業店への第４次経営強化計画説明会の実施、「理事長メッセージ」によ

り都度配信しており、今後もこうした伝達体制を継続してまいります。 

     2025 年度 実績 

役員臨店回数（各店舗合計） 37 回 

 

② 職員意見の吸い上げ 

理事長をはじめ役員が臨店する際には、職員と直接会話する時間を設けて経営

方針を直接伝えるとともに、現場の意見を聴き取り、改善に結び付けることにより、

経営管理態勢の強化及び職場の活性化に取り組んでおります。 

また、常勤監事は監査部監査時において職員との面談を実施し、総務部は営業店

臨店実施時に、担当役席が課長以下職員と面談し、店舗の雰囲気や職場の問題点及

び仕事に対する意欲等の状況把握を行いました。各店総じて職場の雰囲気がよく

問題点は無いとの回答でありましたが、今後も職員の意見聞き取りを継続してま

いります。 
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（５）「提案制度」の定着・活用  

組織が直面する課題は、時間の経過とともに変遷するものであり、適宜、柔軟に対

応していく必要があります。 

課題の解決には、職員全員が問題意識を持ち続け、それに立ち向かっていくことが

必要と考え、組織の活力につなげる為にも「提案制度」を活用しております。そのた

め、職員からの提案に対し担当部は素早いレスポンスを行うよう取り組んでまいり

ます。 

2025 年度実績は７件の提案を受け、採用４件という状況です。 

 

２．リスク管理の体制の強化のための方策 

（１）統合的リスク管理態勢  

統合的リスク管理については、業務全般に内在する多様なリスクを一元的に管理

し、横断的な見地からリスクを経営体力と比較分析するため、総務部を統括的リスク

管理の統括部署と定め、統合的リスク管理態勢の整備に取り組んでおります。リスク

を一元管理することで業務の健全性を確保し、的確な経営判断に繋げる体制とする

ことを目指しております。 

なお、毎年度のリスク量の計測基準を検討し、マネロンへの対応等を始めとする業

務環境に応じた管理を強化しており、今後もこの体制を継続するとともに、ＡＬＭリ

スク管理委員会において各種リスクの計測方法の検証と見直しを行い、経営陣がリ

スク量について適切に評価・判断できる体制をさらに強化してまいります。 

 

（２）信用リスク管理態勢  

信用リスク管理については、融資先が特定顧客・業種に偏ることのないよう客観的

な総合審査を行い、毎月ＡＬＭリスク管理委員会において大口先の状況を報告して

おります。また、四半期ごとに「債権額２億円以上」「未保全額５千万円以上」の与

信先について、担当理事を通じ各理事に報告のうえ、融資実行先の貸出残高推移や業

況を把握し、信用リスク管理の強化に関する諸施策を確実に履行するなど、一層の信

用リスク管理態勢の強化に努めております。 

 

（３）市場リスク管理態勢 

    市場リスク管理については、半期ごとに余資運用計画と余資運用限度額修正表を

策定のうえ今後の方向性を確認し、毎月ＡＬＭリスク管理委員会において運用・管理

の実情を説明するなど、適切なリスク管理に努めております。 

国内金利政策や海外情勢により、国内金利は上昇傾向で推移しておりますが、リス

ク管理を適切に行い、運用収益の安定化・極大化に努めてまいります。 
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（４）流動性リスク管理態勢 

    流動性リスク管理については、「流動性リスク管理方針」、「流動性リスク管理規程」

及び「緊急時対策マニュアル」等を整備し、随時、資金繰りを確認するなど、手許流

動性を管理しております。 

また、毎月、資金繰り計画をＡＬＭリスク管理委員会で協議するとともに支払準備

率の報告を行っており、今後も同様の態勢により流動性リスクの管理に努めてまい

ります。 

 

（５）オペレーショナル・リスク管理態勢  

オペレーショナル・リスク管理については、事務リスク、システムリスク、災害に

伴うリスク等の各リスクの管理方針及び管理規程に基づき、当該リスクの発生防止

と極小化を図り、経営の維持・安定化に努めております。 

サイバーテロに対しては、上部団体等から提供される最新のサイバー攻撃や脆弱

性の対策に関する情報を、都度、取得しています。2025 年は 5 月に外部機関が主催

するＩＴリテラシーセミナーに参加したほか、11 月には共同センターが主体となっ

て行うホームページ改ざん対応訓練に参加しました。また、内部的には年１回のシス

テムリスク評価、定期的なリスク評価により、セキュリティーの強化に努めておりま

す。 

2025 年度 訓練・演習参加実績  

2025 年５月  ＩＴリテラシー特別セミナー（㈱レオンテクノロジー） 

2025 年 11 月 ホームページ改ざん対応訓練（信組情報サービス株式会社） 

銀行ＣＥＰＴＯＡＲ訓練（国家サイバー統括室（ＮＣＯ）） 

 

事務リスクに関しては、全ての事務ミスを事務部が一元管理し、毎月集計後に全店

にフィードバックし、注意喚起を継続しております。特に事務リスク軽減の観点から、

営業店の事務処理体制の整備・強化に重点的に取り組んでおります。 

また、インターネットバンキングについても、ワンタイムパスワード導入の推奨や

適時注意喚起を促す等セキュリティー強化に努めております。 

 

 ３．法令遵守の体制の強化のための方策 

（１）法令等遵守態勢 

当組合は、法令等遵守を経営の最重要課題の一つと位置付け、その維持、向上に資

するための行動指針・役職員の行動規範を定めた「役職員の行動規範」及び「法令等

遵守規程」、「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、法令等遵守態勢の強化に努

めております。 
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また、コンプライアンス管理体制については、コンプライアンスの徹底状況や問題

点を把握するとともに、法令等違反行為を審議する機関として、コンプライアンス委

員会を設置しており、役職員のコンプライアンス意識の醸成と法令遵守の実効性を

高めております。 

さらに、毎年、「コンプライアンス・プログラム」を策定し、研修会の実施や監査

部における検証等に取り組んでいるほか、本部各部及び営業店は、四半期ごとにコン

プライアンス取り組み状況をチェックして、経営陣に報告しております。 

公共性を有する金融機関においては、法令等を厳格に遵守し、健全かつ適切な業務

運営に努めることが極めて重要であることから、今後も態勢強化に取り組んでまい

ります。 

2022 年 12 月に公表した不祥事件を踏まえ、総務部・監査部が職員に対し階層別に

今回の不祥事件を題材にしたコンプライアンス勉強会を開催したほか、2023 年 11月

には再発防止と役職員のコンプライアンス意識の醸成を目的として顧問弁護士を講

師に招きコンプライアンス勉強会を実施しております。 

また、2025 年度以降、以下のセミナーに参加いたしました。 

    2025 年 ５月  カスタマーハラスメント対応の説明会 

（全国信用組合中央協会主催：役職員対象） 

        2026 年 ２月  経営者向けコンプライアンス研修会 

           （全国信用組合中央協会主催：全役員対象） 

    2026 年 ４月  顧問弁護士におけるコンプライアンス勉強会 

           （全役職員対象） 

 

職員の生活実態把握のため 2023 年５月に「自主申告実施要領」を制定するととも

に、総務部担当役員は年１回、全職員と面談するなど、牽制機能を強化いたしました。 

大口現金の持参については、全面的に禁止するよう規程を改正し、定期預金の解約

原因チェック、取次票の検証についても監査項目といたしました。 

内部通報制度の活用を促すため、通報先を全店に周知し通報の重要性についても

説明しております。これらの施策を有効に機能させ、不祥事件の防止に努めてまいり

ます。 

 

（２）反社会的勢力への対応 

反社会的勢力への対応については、「コンプライアンス管理規程」において、反社

会的勢力とは関係を完全に遮断し、断固として排除する旨を定めており、本部及び営

業店の全店を挙げて反社会的勢力などの把握や新聞報道からの情報収集に努めてお

ります。 



21 
 

 

また、情報内容については、北海道警察及び北海道暴力追放センターとの連絡体制

を強化し、担当部署である総務部において内容を精査のうえ、データベースの精緻化

を図っております。 

さらに、データベース化した情報については、本部各部及び営業店へ周知し、水際

において取引の未然防止に努めております。反社会的勢力への対応については、「反

社会的勢力対応マニュアル」に則り対応しており、今後も反社会的勢力排除に向けた

取り組みを継続してまいります。 

 

４．経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

（１）全信組連による経営指導、全国信用組合監査機構の監査受査  

経営に対する評価の客観性を確保するため、全信組連の経営指導を定期的に受け

るとともに、原則、年１回程度の全国信用組合監査機構監査を受査しております。 

これにより、当組合の経営戦略や基本方針について客観的な立場で評価・助言を受

け、経営の客観性・透明性を高めてまいります。 

 

（２）経営審査会議  

経営の客観性・透明性を確保するため 2015 年６月 24 日付にて「経営審査会議規

程」を制定し、外部有識者で構成される「経営審査会議」を半期ごとに開催し、その

協議内容をホームページ上で開示しております。 

経営全般について助言・提言をいただき、これを経営に反映させることにより、コ

ーポレート・ガバナンスを強化しております。大学教授・弁護士・商工会議所職員の

３名の有識者で構成し、2025 年度は８月に第 19 回、２月に第 20 回経営審査会議を

開催しております。 

会議においては、本計画で掲げた施策の取り組みとして、融資推進先を重点推進先、

与信推進先、優良取引先、与信管理先に区分し、区分毎の訪問頻度目安に応じ反復訪

問を渉外活動記録管理表、顧客訪問頻度管理表等のツールを有効に活用しながら実

施し、営業推進を行っている事を説明しております。委員からは、有価証券運用の含

み損には留意すること、有利な預金商品を活用し預金の増強に努めること等につい

て意見をいただいております。 

今後も客観的な立場で評価・助言をいただき、経営に適切に反映してまいります。 

 

５．情報開示の充実のための方策  

当組合は、情報開示に関する基本方針として、「ディスクロージャー・ポリシー（情

報に関する基本的な考え方）」を制定・公表し、適時適切かつ透明性の高い情報開示に

努めております。 
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ディスクロージャー誌につきましても、引き続き、決算期ごとに法令で定められた開

示内容のほか、経営理念、リスク管理態勢、コンプライアンス管理態勢の状況をはじめ、

地域貢献に関する情報等、当組合を理解していただくための経営情報を分かりやすく

伝えられるように作成し、店頭に据え置くほか、当組合のホームページ上でも開示して

まいります。 

今後も当組合の経営に対する理解を深めていただき、経営の透明性を確保すること

を目的として、迅速かつ充実した経営情報の開示を行ってまいります。 

 

Ⅴ．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている 

地域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

１．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている 

地域における経済の活性化に資するための方針 

（１）地域の状況 

北海道内経済は道央圏の活況は継続されているものの、当組合が基盤とする道東

地域を含めたその他の地域への波及効果は弱く、個人においては、物価高騰の継続も

あり個人消費拡大までには至っておりません。事業者についても人手不足、価格転嫁

遅れ、仕入コストの高止まり、さらに海外での紛争の継続・増加、トランプ関税、対

中・対ロとの経済・観光分野での関係性の悪化による不透明感が増大する動きがみら

れるなど、地元中小零細事業者は難しい局面が続く予断を許さない状況となってお

ります。 

           

（２）基本方針  

地域の中小規模事業者に対する円滑な資金供与に努めることと同時に、北海道中

小企業活性化協議会や、各制度を利用した外部コンサルタント等、外部機関との連携

を強化することなどにより、取引先の経営改善、事業再生に向けたコンサルティング

機能の発揮に努めております。当組合では毎年支援先を選定し支援業務を行ってお

り、融資部と営業店が連携して支援に取り組んでおります。 
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【中小規模事業者向け貸出計画】                  （単位：百万円、％） 

（注）・中小規模事業者向け貸出比率 ＝ 中小規模事業者向け貸出残高 ÷ 総資産 

・中小規模事業者向け貸出とは、協同組合による金融事業に関する法律施行規則別表第 1 号にお

ける「中小企業等」から個人事業者以外の個人を除いた先に対する貸出で、かつ次の貸出を除

いたもの 

政府出資主要法人向け貸出及び特殊法人向け貸出、土地開発公社向け貸出及び地方住宅供給公

社向け貸出等、大企業が保有する各種債権又は動産・不動産の流動化スキームに係るＳＰＣ向

け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出 

 

2025 年度は、取引先に寄り添った足もと支援に加え、課題解決型のソリューショ

ン営業、与信推進先に対する減債先へのキャッシュフローを勘案した借換提案など

大口融資に偏らない小口・中口融資推進を実践しておりますが、外的要因によるエネ

ルギー価格や原材料価格の高騰など下押し要因により、季節資金等が減少し全体で

の融資残高は 2023 年３月期（始期）比 206 百万円減少しました。 

また、信用リスク管理態勢の強化から、不良債権の整理・改善に取り組んでおり、

合計 26 百万円（貸出金償却 24百万円、バルクセール 2百万円）のオフバランス化を

実施いたしました。一方で中小規模事業者向け貸出については、年度末季節資金等の

資金需要が例年に比べ減少したことに加え、取引先の業況悪化による信用保証協会

代位弁済についても 106 百万円発生したことから、始期比で 2,272 百万円の減少と

なり、計画に対しても 2,384 百万円の下回りで推移しております。 

なお、中小規模事業者向け貸出比率については、店舗統廃合の影響、高齢・相続に

よる預金の落ち込みにより総資産が計画に対し 9,580 百万円減少したことから計画

に対し 1.69 ポイント上回り、始期比に対しても 2.71 ポイント上回りで推移してお

ります。 

今後も指標推移を注視し、重点施策に基づく中小規模事業者向け貸出残高の底上

げを図り、貸出比率の計画達成に向け取り組んでまいります。 

 

 

 2023/3 期 

（始期） 
2025/3 期 

2026/3 期 

計画 実績 計画比 始期比 

中小規模事業者 

向け貸出残高 
32,938 31,783 33,050 30,666 △2,384 △2,272 

総資産 88,035 77,997 86,000 76,420 △9,580 △11,615 

中小規模事業者 

向け貸出比率 
37.41 40.74 38.43 40.12 1.69 2.71 
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【経営改善支援等取組計画】                          （単位：先、％） 

（注）・期初債務者数とは、「地方公共団体」・「個人」を総債務者数から除いた数。 

・「経営改善支援等取組先」は以下の取組先。 

① 創業・新事業開拓支援先 

 ・創業・新事業開拓関連融資制度（当組合の提携先・市町村・保証協会等）等を取り扱った先 

② 経営相談先 

・当組合が特に継続支援を行う先として「経営改善支援先」に指定している先 

③ 早期事業再生支援先 

・専門家（経営コンサルタント、公認会計士、税理士等）を紹介して経営改善の取り組みを 

  行った先 

・中小企業活性化協議会、公的機関と連携し再生計画の策定に関与した先 

④ 事業承継支援先 

・事業承継に係る相談に対し助言等を行った先 

⑤ 担保・保証に過度に依存しない融資推進先 

      ・スコアリング融資「格付けクイック」を取り扱った先 

・ＡＢＬ手法の活用により流動資産担保融資を行った先 

     ・売掛債権見合融資「ネットワークローン」を取り扱った先 

     ・経営者保証ガイドラインを活用した先 

 

2025 年度においては、早期事業再生支援先及び担保・保証に過度に依存しない融

資推進先の先数が計画を上回ったことから、経営改善支援等取組率は 4.83％となり

ました。 

 

２．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

（１）中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制整備のための方策 

① 円滑な信用供与体制に向けた体制の整備  

営業活動の管理を強化するため、渉外活動記録管理表により、日々取引先との面

談内容を役員・本部に回覧することで、取引先が抱えている経営課題や資金ニーズ

  
2023/3 期

（始期） 
2025/3 期 

2026/3 期 

計画 実績 計画比 始期比 

経営改善支援等取組先数 53 63 55 56 1 3 

 

 

 

 

 

創業・新事業開拓支援先 7 10 10 7 △3 0 

経営相談先 33 29 33 24 △9 △9 

早期事業再生支援先 5 5 1 7 6 2 

事業承継支援先 2 0 1 2 1 0 

担保・保証に過度に依存しない融資推進先 6 19 10 16 6 10 

期初債務者数 1,198 1,147 1,200 1,158 △42 △40 

支援取組率 4.42 5.49 4.58 4.83  0.25 0.41 
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の情報共有化を実践しております。面談内容を確認することで、融資情報に対し、

いち早く対応することが可能となり円滑な信用供与体制を構築しております。 

また、営業店で獲得した融資情報について、可能な限り理事長をはじめとする役

員が情報獲得者と幅広い取引先に対して同行訪問を実施しており、融資実行に繋

げるとともに、役員が直接ＯＪＴを行うことにより職員のモチベーションやエン

ゲージメントの向上を図っております。 

 

② 経営改善支援等の取り組みに向けた体制の整備  

ビジネスモデルの構築により、積極的にソリューション営業を展開し、取引先の

抱える業績不振、事業承継、事業再生関連等の経営課題を本部・営業店が一体とな

って把握、共有化し、必要に応じて北海道中小企業活性化協議会等、外部専門機関

とも連携して課題解決に向けた経営改善支援の取り組みを強化しております。 

 

（２）担保又は保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需要に 

対応した信用供与の条件又は方法の充実のための方策 

① 経営者保証ガイドラインの活用 

中小規模事業者等と保証契約を締結する場合、また、当該保証契約の保証人が

「経営者保証に関するガイドライン」に則した保証債務の整理を申し立てられた

場合は、「経営者保証に関するガイドライン」に基づき、誠実に対応し、取引先と

の継続的かつ良好な信頼関係の構築・強化に努めております。 

2025 年度については、経営者保証に依存しない融資の一層の促進を図るため、

既存の保証契約の適切な見直しとして、経営者保証に依存しない事例など 13 件を

取り扱いました。 

 

② 「格付けクイック」の促進 

当組合は、従来より信用格付によるスコアリング融資「格付けクイック」を独自

商品として発売し、取引先の資金需要に対応しております。2025 年度については、

22 件、112 百万円の取り組みとなりました。今後についても対象先については一層

の促進を図ってまいります。 

 

  ③ 「ネットワークローン」の促進 

当組合は、「顧客本位の業務運営」実践の一つとして、売掛債権を弁済原資とす

る「ネットワークローン“絆”」を独自商品として 2017 年４月に発売し、取引先の

資金需要に対応しており、今後も継続してまいります。 
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   【ネットワークローン取り組み実績】 

 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

融資実行累計 7 件 / 11 百万円 9 件 / 10 百万円 7 件 / 12 百万円 

 

（３）中小規模事業者向け信用供与円滑化計画を適切かつ円滑に実施するための方策 

① 中小規模事業者向け商品の販売促進  

当組合では、上述のとおり、取引先の資金繰りをサポートし、中小規模事業者等

の事業発展に向けて安定した資金調達が可能となる商品を提供しており、引き続

き既存先の深耕、新規先・取引疎遠先の開拓につなげることを目的に各種法人・事

業者向け融資商品を活用し、販売促進しております。 

 

② 経営改善支援等の取り組み強化  

   ア．コンサルティング機能の向上  

中小規模事業者に対するコンサルティング機能の発揮のためには、職員の能

力向上が必要不可欠であることから、関係団体が主催する各種セミナーやフォ

ーラムのほか、2023 年３月に金融庁より公表された「業種別支援の着眼点」に

ついても事業者支援能力向上を図るため北海道・北海道経済産業局・北海道財務

局・北海道信用保証協会の４者共催による金融庁職員を講師とした勉強会へ当

組合から 2025 年９月に２名、2025 年 10 月に１名の役職員を出席させておりま

す。 

 

 

   イ．中小企業活性化協議会等外部団体の活用 

各種再生支援団体（北海道中小企業活性化協議会、北海道中小企業総合支援セ

ンター、商工会・商工会議所、認定支援機関及び外部コンサルタント等の外部機

関）と随時情報交換を行うなど連携強化に努め、適切かつ迅速な再生支援に取り

組んでおります。2025 年度については、２先の再生支援案件に取り組んでおり

ます。 

 

   ウ．事業再生ファンドの活用  

全信組連とあおぞら銀行グループが立ち上げた事業再生ファンドである「し

んくみリカバリファンド」を活用するなど、事業再生に向けた取り組みを推進し

ております。また、2020 年６月にあおぞら債権回収株式会社及びしんくみリカ

バリ株式会社との間で事業再生ファンドの利用に関する覚書を締結し、事業再

生が必要な取引先について活用できる態勢としております。 
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３．その他主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策 

（１）創業又は、新事業の開拓に対する支援に係る機能強化のための方策  

① 地域活性化支援  

当組合が主体となり、スタートアップ支援を目的に 2016 年度から延べ 14 回継

続開催してまいりました「釧路地域クラウド交流会」について、コロナ禍を経て、

2025 年６月に第 15回目、2026 年２月に第 16 回目を開催いたしました。 

今後も引き続き起業家の応援を通じた地域の活性化に向けた支援に取り組んで

まいります。 

    

② 官民一体となった創業支援 

2017 年度から釧路市・釧路商工会議所と連携し「くしろ地域創業スクール」へ

当組合よりワークショップアドバイザーを派遣し、当組合の創業者支援の取り組

みを関係機関にＰＲするとともに、新規創業者へのアプローチ機能を強化してお

り、2025 年度も 10月～11 月にかけて職員１名を派遣しております。 

 

（２）経営に関する相談その他の取引先の企業に対する支援に係る機能強化のための方 

策  

物価やエネルギー価格の高騰に、人材不足も相まって、中小規模事業者の経営環境

は依然厳しい環境下にあり、経営改善に向けての支援ニーズは確実に高まっている

ものと認識しております。 

当組合においては、顧客からの経営課題に関する相談事項を受け付け、直接又は外

部支援機関への取次を行うことを目的とした「経営相談支援室」と、債務者に対する

債権の健全化（ランクアップ）を目的として「事業再生支援室」を設置しており、様々

な取引先の問題解決に取り組んでおります。 

 

（３）早期の事業再生に資する方策 

地域の中小規模事業者と共に発展していくため、経営改善が必要な企業に対して

融資部と営業店が連携のうえ、経営実態を的確に把握し、適切かつ迅速な経営改善の

支援に取り組んでおります。2025 年度は、７先の再生支援案件に取り組んでおりま

す。 

 

（４）事業の承継に対する支援に係る機能強化のための方策  

経営者の高齢化が進む中、中小規模事業者の多くが次世代への事業承継問題で悩

みを抱えてはいるものの、具体的な検討や対策を講じている企業は少ない状況です。 
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また、後継者が不在である場合や、承継対策が進まない状態のまま経営者の高齢化

が進むと、事業者の成長力・収益力低下を招きかねず、地域経済にもマイナス影響と

なります。 

特に、以前のコロナ禍においては先行きの不透明感から事業継続を断念するケー

スも見られたことから、当組合としても取引先に対して情報提供や訪問活動による

精神的サポートを行っております。また、「経営相談支援室」では、外部の専門機関

や地元の税理士・会計事務所などとも連携し、職員の事業承継に係る知識や対応策の

ノウハウ向上を図り、事業承継問題を抱える取引先に対しては、専門家を派遣し個別

支援にも取り組んでおります。 

 

Ⅵ．剰余金の処分の方針  

2026 年３月期は、計画を上回る当期純利益 275 百万円を計上し、942 百万円の当期未処

分剰余金を確保することができましたので、計画どおり優先出資及び普通出資の配当を

実施いたしました。 

また、2024 年３月期より特別積立金（優先出資消却積立金）を計画どおり積み立てて

おります。 

今後も、収益力の強化を図ることで内部留保の蓄積に努め、安定かつ適切な配当を行っ

ていく方針であります。 

 

Ⅶ．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

１．経営管理に係る体制 

（１）内部統制基本方針  

当組合では、非常勤役員と全信組連からの役員の受入れ等、経営の透明性の向上を

図り適切な経営態勢を確保しております。 

また、理事会は「経営管理基本方針」のほか、これに基づく「法令遵守基本方針」

及び「統合リスク管理方針」の趣旨に則り、その重要性をあらゆる機会を通じて全役

職員に対して周知徹底することにより、適切な業務運営の確保に努めております。 

 

（２）内部監査体制  

理事会は、「内部監査基本方針」に基づき、内部監査部署である監査部を理事長直

轄の組織として、その独立性を確保しております。監査部は、当方針に基づく監査を

通じて、各部店における内部監査態勢、法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢及びリ

スク管理態勢の有効性を評価し、問題点の発見・指導にとどまらず、問題点の改善方

法の提言を行っております。 
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２．各種のリスク管理の状況  

各種リスク全般を管理する「ＡＬＭリスク管理委員会」の組織体制、信用リスク管理、

市場リスク管理、流動性リスク管理、オペレーショナル・リスク管理態勢については「Ⅳ．

２.リスク管理の体制の強化のための方策」に記載のとおりです。 

 

以 上 


